
くり条例などに規定する各種届出について各種法令等の
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 適合性を確認することのより、適正な規制誘導を進める。
展開方向

各種届出対象となる建築物については、適正な届出を指導し、届出内容について確認する。 通年　・各種届出の受理及び審査
・建設リサイクル法：コンクリート、アスファルト、木材など特定建設資材を用いる建築物を解体又はその 　　　・省エネ法：定期報告に受理、審査
施工に特定建設資材を使用する新築等する際に廃棄物を現場で分別し、資材ごとに再利用することの義務づ 当該年度 　　　・千葉県福祉のまちづくり条例：完了検査の実施
けに基づき、届出を受理する。 執行計画 　　　・建設リサイクル法：必要に応じ届出のあった物件の現地調査

(3)事業内容 内　　容 ・省エネ法：大規模や一定の中小規模の建築物についての省エネ措置の義務づけに基づき、届出を受理する 5月、10月　・建設リサイクル法：合同パトロールに実施
。
・千葉県福祉のまちづくり条例：高齢者や障害のある人たちが安全かつ快適に利用できる施設等の整備の指 平成31年度 各種届出の届出件数（ 236件（建設リサイクル）＋ 9件 想定値 285当該年度
導や助言に基づき、届出を受理する。 （省エネ）＋ 7件（千葉県福祉のまちづくり条例）） 単位 件

活動結果指標 実績値 252

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に改善にいかす。 直接 処理件数/届出件数 % 100 100

令和 2年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に改善にいかす。 直接 処理件数/届出件数 % 100

令和 3年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に改善にいかす。 直接 処理件数/届出件数 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

建設リサイクル法による届出受理業務 0 建設リサイクル法による届出受理業務 0 0 建設リサイクル法による届出受理業務 0 建設リサイクル法による届出受理業務 0

建築物省エネ法による届出受理業務 0 建築物省エネ法による届出受理業務 0 0 建築物省エネ法による届出受理業務 0 建築物省エネ法による届出受理業務 0
千葉県福祉のまちづくり条例による 千葉県福祉のまちづくり条例による 千葉県福祉のまちづくり条例による 千葉県福祉のまちづくり条例による
届出受理業務 0 届出受理業務 0 0 届出受理業務 0 届出受理業務 0

各種届出の受理及び指導業務を行う2号 各種届出の受理及び指導業務を行う2号 各種届出の受理及び指導業務を行う2号 各種届出の受理及び指導業務を行う2号
実施内容 嘱託職員0.05人 嘱託職員0.05人 嘱託職員0.05人 嘱託職員0.05人

2,141千円×0.05人 107 2,263千円×0.05人 113 113 2,263千円×0.05人 113 2,263千円×0.05人 113
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 107 合　　計 113 113 合　　計 113 合　　計 113
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 107 113 113 113 113

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 5,280 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 107 113 113 113 113
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,387 4,953 4,953 4,953 4,953
(11)単位費用

15.84千円／件 17.38千円／件 19.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本事業における届出は、法や条例に基づくものである。また、建築物の除却や建築に際して適切な届出を指導し内容を確 ●①事前確認での想定どおり
認することは、資源循環やエネルギー使用の効率化、市民が使いやすい施設の整備などに関して有益なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各種届出の提出やパトロール等での指導により、資源循環やエネルギー使用の効率化及び市民が使いやすい施設の整備に
有益なものであった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することにより、公的に監視されているという意識

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が働き資源循環等の意識が高まる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り  該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各種届出の審査やパトロールを適性に行い処理することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,953 434 4,953 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.02

% 10万円 2.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
各種届出の提出やパトロール等での指導により、資源循環やエネルギー使用の効率化及び市民が使いやすい施設の整備に有益なものであるため
、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 824 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 各種届出の受理及び指導業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,953 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建設リサイクル法、省エネ法、千葉県福祉のまちづ



に基づく建築制限への適合性を審査・指導することで良好な住宅地を維
施策目的・

(2)目的 法により、良好な市街地整備を進めます。また、施行中の我孫子駅前土地区画整理事業と布佐駅南側まちづ 事業目的 持・保全を図り、建築協定においては、新たな区域への適切な誘導を図る。
展開方向

くり事業の早期完了をめざします。
・地区計画条例区域においては、条例に基づく建築制限への適合性を審査し、指導を行う。 ・建築確認申請の際に、地区計画条例に適合しているか審査を行う。
・建築協定においては、大規模な宅地開発時において、新たな区域への適切な誘導を図り、建築基準法に基 ・開発行為協議の際に、事業者に建築協定の説明を行い、区域への誘導を勧める。
づく認可を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

地区計画条例適合審査件数 想定値 67当該年度
（平成３１年度　３３件） 単位 件

活動結果指標 実績値 33

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 条例に基づき適正に審査する 直接 適合率 % 100 100

令和 2年度 条例に基づき適正に審査する 直接 適合率 % 100

令和 3年度 条例に基づき適正に審査する 直接 適合率 % 100

地区計画については、都市計画課による地区計画の届出制度と連携を図る。建築協定については、市街地整備課の開発行為制度
(7)事業実施上の課題と対応 との連携を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地区計画条例適合審査 0 地区計画条例適合審査 0 0 地区計画条例適合審査 0 地区計画条例適合審査 0
建築協定の適切な誘導 0 建築協定の適切な誘導 0 0 建築協定の適切な誘導 0 建築協定の適切な誘導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.21 0.21 0.21 0.21
正職員人件費 2,024 1,848 1,848 1,848 1,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,024 1,848 1,848 1,848 1,848
(11)単位費用

32.13千円／件 27.58千円／件 56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地区計画の区域内で建築物に関して制限をしようとする場合、都市計画法による届出制度とあわせ、建築基準法による確 ●①事前確認での想定どおり
認申請時に条例に規定されている事項を審査することで違反建築物の実質的な抑制が可能となるため。また、積極的に建 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 築協定区域を拡大誘導することで、市民自らの地域づくりに貢献できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地区計画条例の適合を審査することにより、違反建築物の実質的な抑制が可能であったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 条例に基づく審査のため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

地区計画条例において、条例に基づく建築制限への適合性の審査・指導を行った
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,848 176 1,848 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.41

% 10万円 5.41 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地区計画条例項目の適合を審査することにより、地道ではあるが地区の特性を生かした良好な市街地整備に貢献しているため、引き
続き現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 825 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 地区計画条例及び建築協定認可に関する業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,848 千円 (うち人件費 1,848 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61003 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

快適でくらしやすいまちをつくるため、地区の特性をいかしながら、地区計画や土地区画整理事業などの手 地区計画条例区域においては、条例



や規制をする際に、建築審査会、ホテル等審査会に諮り、
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 第三者として審議されることで、市の特性をいかした建築の適切な誘導を図る。
展開方向

例外的な許可等や規制をする際に、各審査会及び審議会を適宜開催し諮問する。 ・建築審査会は、年6回程度開催する。
・建築審査会：建築基準法に基づき、特定行政庁である市が例外的な許可などを行う際の同意や建築主事の ・ホテル等審査会は、必要に応じ適宜開催する。
建築確認などの処分に対する審査請求の裁決を行う。また、地区計画条例の規定の適用に関し、例外的な許 当該年度
可を市が行う際の調査審議を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・ホテル等審査会：ラブホテル条例に基づき、申請建築物がラブホテルに該当するか審議を行う。

建築審査会（審査会開催回数、審議案件数） 想定値 3当該年度
(H25：3回・3件、H26:2回・2件、H27:2回・2件、H28:2回、H29：2回 単位 回

活動結果指標 実績値 2、H30:2回・3件、H31：2回・2件)

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 例外的許可により市の特性をいかした建築の適切な誘導を図る 直接 許可等の同意答申率 % 100 100

令和 2年度 例外的許可により市の特性をいかした建築の適切な誘導を図る 直接 許可等の同意答申率 % 100

令和 3年度 例外的許可により市の特性をいかした建築の適切な誘導を図る 直接 許可等の同意答申率 % 100

適切な審査会・審議会の運営にあたっては、他市の事例や判例の研究が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

建築審査会運営事務 0 建築審査会委員報酬 140 77 建築審査会委員報酬 140 建築審査会委員報酬 140
建築審査委員会委員報酬(3回) 105 建築審査会 建築審査会 建築審査会
全国建築審査会長会議報酬(3日間) 21 全国建築審査基長会議 全国建築審査基長会議 全国建築審査基長会議
千葉県内建築審査会長会議（半日） 4 建築審査会会長打合せ 建築審査会会長打合せ 建築審査会会長打合せ
会長議事打ち合わせ(3回) 11 千葉県内建築審査会長会議 千葉県内建築審査会長会議 千葉県内建築審査会長会議
全国建築審査会長会議旅費 65
ホテル等審査会運営事務 0 費用弁償 104 82 費用弁償 104 費用弁償 104

実施内容 全国建築審査会長会議 全国建築審査会長会議 全国建築審査会長会議
千葉県内建築審査会長会議 千葉県内建築審査会長会議 千葉県内建築審査会長会議

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 206 合　　計 244 159 合　　計 244 合　　計 244
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 206 244 159 244 244

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 3,960 3,960 3,960 3,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,166 4,204 4,119 4,204 4,204
(11)単位費用

1,388.67千円／回 1,401.33千円／回 2,059.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

法や条例に基づき審査会の設置が義務であり、市の特性をいかしたまちづくりのためには必要な事業であるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

建築基準法に基づき設置が義務付けられており、想定どおり運営を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 審議会、審査会は、法律・条例・規則に基づき市に設置する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要が有り、その事務は、建築住宅課で実施する必要がある
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

建築審査会において、議題案件を全て審議していただき、同意・承認を得ること
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,204 △38 4,119 97.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.38

% 10万円 2.43 102.1

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、法律、条例に基づき行う必要があるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 827 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 審査会及び審議会に関する業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,204 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建築に関する法や条例において、例外的な許可等



優れた住宅の普及を促進する。また、優良住宅の認定
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 により、租税特別措置法に基づく土地譲渡益重課税制度の適用除外となり住宅を求める市民の負担軽減を図
展開方向

る。さらに低炭素建築物の認定により、省エネ性に優れた建築物の普及を促進する。
長期優良住宅、低炭素建築物及び優良住宅認定の申請について、法に適合しているか審査し、認定を行う。 申請の受付、審査、適合の場合は認定書の交付手続きを行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

長期優良住宅受付件数（H30実績 147件・H31実績　139件) 想定値 110当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 139

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 認定処理率 % 100 100

令和 2年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 認定処理率 % 100

令和 3年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 認定処理率 % 100

法改正に合わせた認定実施体制の整備、手数料条例等改正が必要である。認定制度の概要について、ホームページやパンフレッ
(7)事業実施上の課題と対応 ト等を利用し関係者に周知を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

長期優良住宅認定の審査 0 長期優良住宅認定の審査 0 0 長期優良住宅認定の審査 0 長期優良住宅認定の審査 0
低炭素建築物認定の審査 0 低炭素建築物認定の審査 0 0 低炭素建築物認定の審査 0 低炭素建築物認定の審査 0
優良住宅認定の審査 0 優良住宅認定の審査 0 0 優良住宅認定の審査 0 優良住宅認定の審査 0
認定長期優良住宅の所有者に対する 認定長期優良住宅の所有者に対する 認定長期優良住宅の所有者に対する 認定長期優良住宅の所有者に対する
維持保全状況の調査 0 維持保全状況の調査 0 0 維持保全状況の調査 0 維持保全状況の調査 0

長期優良住宅等の認定業務を行う 長期優良住宅等の認定業務を行う 長期優良住宅等の認定業務を行う 長期優良住宅等の認定業務を行う
実施内容 2号嘱託職員0.05人 2号嘱託職員0.05人 2号嘱託職員0.05人 2号嘱託職員0.05人

2,141千円×0.05人 107 2,263千円×0.05人 113 113 2,263千円×0.05人 113 2,263千円×0.05人 113
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 107 合　　計 113 113 合　　計 113 合　　計 113
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 107 113 113 113 113

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.66 0.59 0.59 0.59 0.59
正職員人件費 5,808 5,192 5,192 5,192 5,192

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 107 113 113 113 113
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,915 5,305 5,305 5,305 5,305
(11)単位費用

53.77千円／件 48.23千円／件 38.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本事業の認定は、法に基づくものである。また、認定建築物の普及は住生活の向上や環境の保護、市民の負担軽減につな ●①事前確認での想定どおり
がる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

認定住宅の普及は住生活の向上や環境の保護につながっていくため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に基づくものであり、市が行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請された物件を全て処理した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,305 610 5,305 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

10.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.89

% 10万円 1.89 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令に基づく認定制度であり、市が行う必要性があることから今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 828 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 長期優良住宅等の認定業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.59 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,305 千円 (うち人件費 5,192 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 長期優良住宅の認定により、耐久・耐震・省エネ性に



や条例等の基準に基づき、適正な規制・誘導を進める。
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的
展開方向

・建築基準法第６条に規定する建築確認および第７条に規定する現場検査業務 建築基準法に適合しているか、書類の審査や現場検査を行う。
・建築に関する適正な指導や相談業務
・建築行為に関する留意事項に基づく指導業務 当該年度
・既存不適格建築物台帳の整備業務 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・住宅支援機構法による審査および検査業務
・浄化槽法に基づく指導および設置届の受理業務

確認済証及び検査済証の交付件数 想定値 12当該年度
31年度確認済証交付件数　４件　検査済証交付件数２件 単位 件

活動結果指標 実績値 14計画通知　５件　同検査済証３件　交付件数合計　１４件

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受理した申請書は法に定められた期間内に適正に処理又は検査を実施する。 直接 確認及び検査の処理率 % 100 100

令和 2年度 受理した申請書は法に定められた期間内に適正に処理又は検査を実施する。 直接 確認及び検査の処理率 % 100

令和 3年度 受理した申請書は法に定められた期間内に適正に処理又は検査を実施する。 直接 確認及び検査の処理率 % 100

建築確認申請の審査においては、構造や設備の専門的な知識が必要であることから職員の育成が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

建築行政共用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ利用料 865 建築行政共用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ利用料 874 874 建築行政共用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ利用料 874 建築行政共用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ利用料 874
建築確認申請の審査及び中間・完了検査 0 建築確認申請の審査及び中間・完了検査 0 0 建築確認申請の審査及び中間・完了検査 0 建築確認申請の審査及び中間・完了検査 0
建築基準法に関する指導や相談業務 0 建築基準法に関する指導や相談業務 0 0 建築基準法に関する指導や相談業務 0 建築基準法に関する指導や相談業務 0
建築行為に関する留意事項に基づく指導 建築行為に関する留意事項に基づく指導 建築行為に関する留意事項に基づく指導 建築行為に関する留意事項に基づく指導
業務 0 業務 0 0 業務 0 業務 0
浄化槽法に基づく指導及び届出受理業務 0 浄化槽法に基づく指導及び届出受理業務 0 0 浄化槽法に基づく指導及び届出受理業務 0 浄化槽法に基づく指導及び届出受理業務 0

実施内容 建築に関する指導及び審査業務を行う 建築に関する指導及び審査業務を行う 建築に関する指導及び審査業務を行う 建築に関する指導及び審査業務を行う
2号嘱託職員0.05人 2号嘱託職員0.05人 2号嘱託職員0.05人 2号嘱託職員0.05人

(8)施行事項
費　　用 2,141千円×0.05人 107 2,263千円×0.05人 113 113 2,263千円×0.05人 113 2,263千円×0.05人 113

予算(決算)額 合　　計 972 合　　計 987 987 合　　計 987 合　　計 987
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 972 987 987 987 987

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.24 1.09 1.09 1.09 1.09
正職員人件費 10,912 9,592 9,592 9,592 9,592

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 107 113 113 113 113
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,884 10,579 10,579 10,579 10,579
(11)単位費用

424.43千円／件 881.58千円／件 755.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

建築基準法、住宅支援機構法、浄化槽法の規定により、特定行政庁である市が行う業務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各種法で定められた制度であり、市が行う必要がある業務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 建築基準法の規定により、市に提出された確認申請は市で審

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 査を行わなければならない業務である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 建築確認申請の９割以上を民間検査機関が審査を行っており、残りの審査を市が行っている。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

建築基準法の規定により市に提出された確認申請は市で審査を行わなければなら
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ない業務であり、優先して行う業務である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,579 1,305 10,579 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

10.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.95

% 10万円 0.95 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
建築基準法に基づく確認審査業務は、法に審査期間が定められているため、優先的に業務を進める必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 829 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 建築に関する指導および審査業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,579 千円 (うち人件費 9,592 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 適正な土地利用を実現するため、建築基準法



定申請について、適切に受付及び内容審査することで良好なまち
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 づくりに支障を生じないようにする。
展開方向

建築基準法に基づく許可及び認定の受付、審査、及び交付業務 ・随時　　　　　：窓口にての相談対応　
・申請受付の際　：内容についての審査

当該年度 ・法的に必要な際：建築審査会への諮問
執行計画

(3)事業内容 内　　容

許可・認定件数H31年度　4件 想定値 16当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請手続きについて周知し、受付業務の簡素化と行政サービスの向上を図る。 直接 処理率（審査交付件数／申請受付件数） % 100 100

令和 2年度 申請手続きについて周知し、受付業務の簡素化と行政サービスの向上を図る。 直接 処理率（審査交付件数／申請受付件数） % 100

令和 3年度 申請手続きについて周知し、受付業務の簡素化と行政サービスの向上を図る。 直接 処理率（審査交付件数／申請受付件数） % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

許可及び認定の事前相談、受付、審査 許可及び認定の事前相談、受付、審査 許可及び認定の事前相談、受付、審査 許可及び認定の事前相談、受付、審査
業務 0 業務 0 0 業務 0 業務 0
公聴会の開催 0 公聴会の開催 0 0 公聴会の開催 0 公聴会の開催 0

建築基準法に基づく許可及び認定業務 建築基準法に基づく許可及び認定業務 建築基準法に基づく許可及び認定業務 建築基準法に基づく許可及び認定業務
を行う2号嘱託職員0.05人 を行う2号嘱託職員0.05人 を行う2号嘱託職員0.05人 を行う2号嘱託職員0.05人
2,141千円×0.05人 107 2,263千円×0.05人 113 113 2,263千円×0.05人 113 2,263千円×0.05人 113

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 107 合　　計 113 113 合　　計 113 合　　計 113
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 107 113 113 113 113

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.38 0.33 0.33 0.33 0.33
正職員人件費 3,344 2,904 2,904 2,904 2,904

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 107 113 113 113 113
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,451 3,017 3,017 3,017 3,017
(11)単位費用

215.69千円／件 188.56千円／件 754.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

建築基準法に規定されている許可および認定制度のため ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

建築基準法に指定されている許可及び認定制度のため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 建築基準法に規定されている市が実施すべき許可及び認定制

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 度のため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

建築基準法に指定されている許可及び認定制度のため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,017 434 3,017 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

12.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 建築基準法に指定されている許可及び認定制度のため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.31

% 10万円 3.31 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、建築基準法に基づく許可及び認定制度により、適正な土地利用を実施するという目標に不可欠な事業であるため今後も引き続き現状
通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 830 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 建築基準法に基づく許可及び認定業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.33 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,017 千円 (うち人件費 2,904 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建築基準法に基づいた各種許可申請及び認



よび写しの交付を行い情報として提供する。　
展開方向

建築計画概要書・指定道路図等の閲覧および写しの交付（情報公開含む）、台帳記載証明書の発行 それぞれの報告について定められた締切日までに適正に報告を行う。また、求められた閲覧、写しの交付お
建築確認実績調査、建築物動態調査（工事届着工統計、災害報告滅失統計）、建築物実態調査 よび証明事務を迅速に行う。
木造住宅調査（3階、丸太組工法）、構造・設備一級建築士関与物件調査、建築士免許及び定期講習報告 当該年度
昇降機報告（新規データ、不具合情報）、浄化槽調書件数、指定確認検査機関関連調査 執行計画

(3)事業内容 内　　容 建築基準法施行関係統計調査、建築基準法施行状況調査、定期報告・定期調査状況報告、法48条許可実績相
談状況調査
建設リサイクル法対象建設工事届出件数実績報告 H31年度　調査報告 248回（15件12回、11件4回、24件1回）、 想定値 1,800当該年度
長期優良住宅認定件数報告、低炭素建築物認定件数報告、 証明他 1947件（台帳証明・写し交付1870件、閲覧59件、情報公開18 単位 件

活動結果指標 実績値 2,195建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行・運用状況に関する調査、災害復興住宅、金融公庫 件）

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 当市の情報を依頼先に提供することで、それらのデータが効率的かつ有効に利用されること。 直接 処理率 % 100 100

令和 2年度 当市の情報を依頼先に提供することで、それらのデータが効率的かつ有効に利用されること。 直接 処理率 % 100

令和 3年度 当市の情報を依頼先に提供することで、それらのデータが効率的かつ有効に利用されること。 直接 処理率 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

建築に関する閲覧・証明業務 0 建築に関する閲覧・証明業務 0 0 建築に関する閲覧・証明業務 0 建築に関する閲覧・証明業務 0
建築に関する報告業務 0 建築に関する報告業務 0 0 建築に関する報告業務 0 建築に関する報告業務 0
建築に関する報告及び閲覧・証明業務 建築に関する報告及び閲覧・証明業務 建築に関する報告及び閲覧・証明業務 建築に関する報告及び閲覧・証明業務
を行う2号嘱託職員0.05人 を行う2号嘱託職員0.05人 を行う2号嘱託職員0.05人 を行う2号嘱託職員0.05人
2,141千円×0.05人 107 2,263千円×0.05人 113 113 2,263千円×0.05人 113 2,263千円×0.05人 113

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 107 合　　計 113 113 合　　計 113 合　　計 113
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 107 113 113 113 113

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.85 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,480 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 107 113 113 113 113
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,587 7,153 7,153 7,153 7,153
(11)単位費用

4.22千円／件 3.97千円／件 3.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

事業の発生背景が、法的に定められているものも含め、国や県の依頼に起因するものである。また、必要な建築計画概要 ●①事前確認での想定どおり
書や道路指定図等の閲覧および写しの交付を行い情報を提供する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

報告調査は、国や県等の依頼によりデータを継続的に提供するものであり、今年度の想定に大きな変更はなかった。
閲覧・証明の発行・概要書等の写しの交付は昨年度より増加傾向であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 調査は国や県等の依頼により市が実施する報告業務であるた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め。
□その他 　促進された 閲覧・証明の発行・概要書等の写しの交付は、特定行政庁が

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 実施する業務であるため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

依頼を受けた統計調査や報告を適切に行うことができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,153 434 7,153 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.72

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.4

% 10万円 1.4 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
調査は、国や県等の依頼により市が実施する報告業務である。閲覧・証明の発行・概要書等の写しの交付は、法や条例で定められている業務で
あり、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 832 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 建築に関する報告および閲覧・証明業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,153 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国や県に依頼された当市でのデータを迅速かつ正確に提供する。また、必要な建築計画概要書や道路指定図
施策目的・

(2)目的 事業目的 等の閲覧お



を行う。指定等がされた道路に関する図面や調書を
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 整備し、建築時の市民に迅速に情報提供を行う。
展開方向

・建物使用時の安全のため、建築基準法の接道要件を整理し、道路の位置の指定を行う。42条1項5号道路 ・道路の指定・変更・廃止の相談の際に対応、また、申請の際に手続きを処理する。
　原則として開発行為に該当しない敷地面積３００㎡未満の土地で道路を築造する場合に位置を指定する。 ・道路調査依頼の際及び適宜、建築基準法により指定された道路の「指定道路図」および「指定道路調書」
・位置を指定した道路の変更・廃止申請があった場合には、支障がないか確認し指定の変更等を行う。 当該年度 を作成する。
・建築基準法により指定された道路の「指定道路図」および「指定道路調書」を作成する。　　　　　　　 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　

平成31年度 想定値 1当該年度
道路位置指定件数　指定・廃止0件 単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請に基づき道路の位置の指定を行う 直接 道路位置指定率（道路位置指定件数／申請件数） % 100 100

令和 2年度 道路の位置の指定 直接 道路位置指定率（道路位置指定件数／申請件数） % 100

令和 3年度 道路の位置の指定 直接 道路位置指定率（道路位置指定件数／申請件数） % 100

建築基準法に基づき過去に指定された道路の「指定道路図」および「指定道路調書」を作成することは、路線数が大量なため限
(7)事業実施上の課題と対応 られた人員での対応に困難を要する。そのため、他市の作成事例の研究や効率的な手法の検討をする必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路の位置の指定・変更・廃止業務 0 道路の位置の指定・変更・廃止業務 0 0 道路の位置の指定・変更・廃止業務 0 道路の位置の指定・変更・廃止業務 0
指定道路図及び指定道路調書の作成 0 指定道路図及び指定道路調書の作成 0 0 指定道路図及び指定道路調書の作成 0 指定道路図及び指定道路調書の作成 0
法42条2項道路の調査 0 法42条2項道路の調査 0 0 法42条2項道路の調査 0 法42条2項道路の調査 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.28 0.28 0.28 0.28
正職員人件費 2,640 2,464 2,464 2,464 2,464

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,640 2,464 2,464 2,464 2,464
(11)単位費用

2,640千円／件 2,464千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

建築基準法第４２条の規定による道路の指定および指定された道路に関する図面及び調書を整備し、建築時の市民への情 ●①事前確認での想定どおり
報提供を迅速に行う必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法による位置づけの事務であるため、物件の有無にかかわらず必要。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法の規定による承認事務になるため、民間企業等では実施で

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 きない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

窓口相談は多数あったが、申請には至らなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,464 176 2,464 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 窓口相談は多数あったが、申請には至らなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.06

% 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
建築基準法に基づく事務であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 837 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 道路の指定に関する業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,464 千円 (うち人件費 2,464 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建築基準法第４２条の規定による道路の指定および廃止



環境の形成及び建築物の安全性の確保を図る。
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的
展開方向

・違反建築物の未然防止に向けた啓発活動を行う。 ・啓発活動（ホームページによる啓発・情報提供）
・建築基準法に違反する建築物を早期に発見するためパトロールを行う。 ・建築パトロールの実施（概ね２週間に１回実施）
・違反建築物については、的確に是正指導を行う。 当該年度 ・違反建築物の是正指導：随時　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

違反件数H31年度　4件 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 違反建築物を生じさせない。 直接 是正率（当該年度違反是正件数／当該年度違反指導件数） % 0 80

令和 2年度 違反建築物を生じさせない。 直接 是正率（当該年度違反是正件数／当該年度違反指導件数） % 80

令和 3年度 違反建築物を生じさせない。 直接 是正率（当該年度違反是正件数／当該年度違反指導件数） % 80

確認申請が民間（指定確認検査機関）の処理件数が増加し、確認段階での違反の可能性のある物件の特定が困難である。工事完
(7)事業実施上の課題と対応 了後にパトロール等で発覚した場合の是正が、困難であることが多い。特に、擁壁等の高低差のある物件および接道要件等に対 代替案検討 ○有 ●無

し、指定確認検査機関等との時機を捉えた対応及び調整が課題となっている。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

啓発活動 0 啓発活動 0 0 啓発活動 0 啓発活動 0
建築パトロールの実施 0 建築パトロールの実施 0 0 建築パトロールの実施 0 建築パトロールの実施 0
違反建築物の是正指導 0 違反建築物の是正指導 0 0 違反建築物の是正指導 0 違反建築物の是正指導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.38 0.38 0.38 0.38
正職員人件費 3,520 3,344 3,344 3,344 3,344

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,520 3,344 3,344 3,344 3,344
(11)単位費用

3,520千円／件 3,344千円／件 3,344
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

快適で住みよいまちをつくるにはルールに沿って建築されていくことが重要であり、そのための一つである建築基準法に ○①事前確認での想定どおり
違反する建築物を防止すること、違反建築物については速やかな是正指導を行う必要があるため。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

建築のルールを保つため、定期的なパトロールをはじめ、各種の指導を実施して住みよいまちの実現を目指す必要がある
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 建築基準法に基づく違反処理であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

違反内容によっては単年度で違反是正が完了できないため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25 320
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,344 176 3,344 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 違反内容によっては単年度で違反是正が完了できないた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 め。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.39

% 10万円 0.75 318.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、違反建築物を未然防止・是正指導をしていく事で、快適で暮らしやすいまちを実現するという施策目的から、今後も継続すべき事業
である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 838 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 違反建築物の処置業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.38 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,344 千円 (うち人件費 3,344 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建築基準法に違反する建築物の防止により、良好な市街地



隘道路のうち建築基準法第４２条第２項道路について、建築確認申請時の拡幅指導・追跡監視の強化によ
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的 る着実な４ｍ幅員確保につなげることにより狭隘道路の解消を図る。
展開方向

・建築物の新築・建替時等の建築確認に伴う２項道路後退の追跡指導・啓発 建築パトロールによる２項道路後退済み確認
・建築基準法上の手法による接道に関する相談対応（道路位置指定等）
・リフォーム補助制度（道路沿いブロック塀等の改修）の投資効果の検証 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

２項道路　H31パトロール数（再パト含む）：76件 想定値 30当該年度
後退義務があるもののうちパトロールできた後退義務件数：62件、後 単位 件

活動結果指標 実績値 62退済件数：62件

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 狭隘道路の解消 直接 後退義務があるもののうちパトロールできた後退義務件数 ％ 100 80

令和 2年度 狭隘道路の解消 直接 後退義務があるもののうちパトロールできた後退義務件数 ％ 80

令和 3年度 狭隘道路の解消 直接 後退義務があるもののうちパトロールできた後退義務件数 ％ 80

建築基準法第42条第2項による後退の達成には地道なパトロールが必要なため人員の確保とともに、時機を捉えたパトロール・
(7)事業実施上の課題と対応 指導が不可欠となっている。また、建築主・施工者の拡幅に対する意識啓発が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

建築確認に伴うパトロールによる後退 0 建築確認に伴うパトロールによる後退 0 0 建築確認に伴うパトロールによる後退 0 建築確認に伴うパトロールによる後退 0
済み確認 済み確認 済み確認 済み確認
法42条2項に関する情報提供 0 法42条2項に関する情報提供 0 0 法42条2項に関する情報提供 0 法42条2項に関する情報提供 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.27 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,376 2,200 2,200 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,376 2,200 2,200 2,200 2,200
(11)単位費用

40.97千円／件 73.33千円／件 35.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

 災害に強いまちづくりを進める施策として、災害に対応できる避難路の安全確保がその一つにあげられていることから ●①事前確認での想定どおり
、狭隘道路（幅員４ｍ未満の道路）を着実に拡幅し幅員確保するものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

災害に強いまちづくりには、狭隘道路の解消が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 建築基準法第４２条第２項道路の拡幅については、市のパト

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ロールによる確認、指導及び監視が必要である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

パトロールを確実に行うことにより、成果を上げることができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 125
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,200 176 2,200 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 パトロールの効果的な時期による実施及び建築物の完了

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 検査率の向上のため、目標値以上となった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.64

％ 10万円 4.55 125

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
狭隘道路の解消には、パトロールの実施が不可欠であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 839 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 狭あい道路（建築基準法第42条第2項道路）の拡幅指導と支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活道路 狭



むに足りる市営住宅を整備するための財源を確保する。
施策目的・

(2)目的 リー化の推進などを計画的に行います。また、市営住宅ごとの入居申込み件数を注視しながら、民間住宅の 事業目的
展開方向

活用を視野に入れた、より広い枠組みの中で効率的かつ柔軟な供給を進めていきます。
　入居者の収入申告、所得調査に基づき決定された市営住宅７団地（日秀、栄、東我孫子Ｂ、東我孫子Ａ、 ４月：家賃、駐車場使用料の調定及び納付書送付
根古屋、小暮、北原団地）計２９５戸の家賃と、市営住宅駐車場４箇所（東我孫子Ｂ、小暮、根古屋、北原 通年：家賃、駐車場使用料の更正
団地）１６６台の駐車場使用料の徴収事務。 当該年度 　　　・口座請求データ、引き落としデータの作成処理。
 小規模改良住宅１１戸の家賃徴収事務。　 執行計画 　　　・納付書納入分の消し込み処理。

(3)事業内容 内　　容  滞納者については、督促状及び催告書により納付を促し、さらに、定期的な連絡、臨戸徴収等により、徴 　　　・督促状、催告書の送付。
収強化に努める。長期間連絡が取れない等悪質な場合は法的措置も検討する。また、債務者が死亡し、相続 　　　・臨戸徴収等による滞納整理。
人が全員相続放棄する、自己破産する等の回収の見込みのない債権については不納欠損の検討を行う。 現年度の家賃（住宅使用料）の徴収率 想定値 97当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 97

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な所得調査による家賃確定及び請求、催告等により市営住宅財源を確保する。 直接 当該年度住宅使用料徴収率 ％ 97 97

令和 2年度 　　　　同　　上 直接 　　　　同　　上 ％ 97

令和 3年度 　　　　同　　上 直接 　　　　同　　上 ％ 97

市営住宅は低額所得者を対象としているため、一度滞納額が発生すると対応が困難となるため、現年度分の徴収を優先して徴収
(7)事業実施上の課題と対応 したい。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公営住宅管理システム保守点検委託料 240 公営住宅管理システム保守点検委託料 242 242 公営住宅管理システム保守点検委託料 245 公営住宅管理システム保守点検委託料 245
公営住宅管理システム使用料 70 公営住宅管理システム使用料 71 71 公営住宅管理システム使用料 71 公営住宅管理システム使用料 71

公営住宅管理システム改元対応業務委託 54 49

実施内容

(8)施行事項
費　　用

＊
予算(決算)額 合　　計 310 合　　計 367 362 合　　計 316 合　　計 316
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 310 □特会 ■受益 □基金 □その他 367 362 □特会 ■受益 □基金 □その他 316 □特会 ■受益 □基金 □その他 316
換算人数(人) 0.65 0.85 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 5,720 7,480 7,480 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,030 7,847 7,842 7,796 7,796
(11)単位費用

62.16千円／％ 80.9千円／％ 80.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市営住宅の維持管理費の財源確保として最も重要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市営住宅使用料の収納の向上に努めたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の この事業では、使用料の決定等の権限があるものを除き、平成２８年度から３０年度までは提案型公共サービス民営化制
実現が図られる 度で、採用が決定された民間事業者に督促、催告の業務を委託していたが、令和元（平成３１）年度からは市で直接事業

□その他 を実施した。

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
97 97 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

電話催告、臨戸訪問により、徴収率の向上に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 97 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,847 △1,817 7,842 99.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△30.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 今年度再度見積もりを徴収し、内容を精査後協議したと

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ころ、５千円減額することができた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.24

％ 10万円 1.24 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市営住宅維持管理費の財源として、今後も徴収率の向上に努める必要がある。平成３０年度までは、民間事業者に委託していたが、令和元（平
成３１）年度からは、市で管理している。引き続き徴収率の向上に努めていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 840 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 良質な住宅供給の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 市営住宅使用料調定及び徴収事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,847 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住宅に困窮する低所得者などに対し、安全で質の高い市営住宅を供給するため、老朽施設の改修、バリアフ 健康で文化的な生活を営



業務を実施し、住宅困窮者に低兼で良質な住宅を供給する。
施策目的・

(2)目的 リー化の推進などを計画的に行います。また、市営住宅ごとの入居申込み件数を注視しながら、民間住宅の 事業目的
展開方向

活用を視野に入れた、より広い枠組みの中で効率的かつ柔軟な供給を進めていきます。
・市営住宅入居者募集事務 入居者募集：７月頃を予定
・入居及び退去における事務処理、退去立会い調査、指導 管理人の委嘱：４月
・各団地の管理人選任事務 当該年度 所得調査：７月申告書発送、１０月認定
・住宅連絡協議会への参加（研修） 執行計画 通　年　：入居者異動、承継等各申請書に基づく事務処理

(3)事業内容 内　　容 ・入居者異動届他各種申請受付事務 　　　　　退去検査立会他
・入居時の敷金徴収及び退去時の敷金返還
・その他入居者管理に関する業務全般 入居者募集1回/年 、退去３０件/年、各申請受付件数５０件/年、敷 想定値 110当該年度
・小規模改良住宅の入居者管理に関する業務 金徴収、還付件数３０件/年 単位 件

活動結果指標 実績値 158

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 入居者が快適に暮らせるための入居者管理業務 直接 各申請受付件数 件 158 110

令和 2年度 　　　　同　　　上 直接 　　　　同　　　上 件 110

令和 3年度 　　　　同　　　上 直接 　　　　同　　　上 件 110

マイナンバー制度開始に伴い、マイナンバーの取得が可能となるため、取扱いには細心の注意を払う必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市営住宅、改良住宅管理人報償費 123 市営住宅、改良住宅管理人報償費 123 123 市営住宅、改良住宅管理人報償費 123 市営住宅、改良住宅管理人報償費 123
普通旅費 4 普通旅費 3 2 普通旅費 3 普通旅費 3
消耗品費 66 研修旅費 4 4 消耗品費 44 消耗品費 44
燃料費 40 消耗品費 44 41 燃料費 86 燃料費 86
修繕料 7 燃料費 86 48 修繕料（公用車12か月点検） 52 修繕料（車検） 79
手数料 46 修繕料（車検） 58 51 手数料 53 手数料 53
自賠責保険料 0 手数料 53 50 研修旅費 4 自動車賠責保険料（車検） 26

実施内容 研修負担金 0 自動車賠責保険料（車検） 26 26 研修負担金 25 消耗品（プリンタートナー） 11
自動車重量税 0 研修負担金 25 25 公営住宅管理システム備品購入 22

(8)施行事項
費　　用 ＊ 公営住宅電算システム設定業務委託 108 自動車重量税（車検） 5 5 研修旅費 4

研修負担金 25

予算(決算)額 合　　計 394 合　　計 427 375 合　　計 390 合　　計 476
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 29 29

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 394 □特会 ■受益 □基金 □その他 427 375 □特会 ■受益 □基金 □その他 361 □特会 ■受益 □基金 □その他 447
換算人数(人) 0.65 0.85 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 5,720 7,480 7,480 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,114 7,907 7,855 7,870 7,956
(11)単位費用

55.58千円／件 71.88千円／件 49.72
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

低廉で良質な市営住宅への需要は多く、地域の住宅セーフティネットとしての市営住宅の役割は重要であり、適切な入居 ●①事前確認での想定どおり
者募集や入居者が安全で快適に暮らせる入居者管理等は必要な業務である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市営住宅への需要は多く、適正な入居募集、入居者管理業務は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の この事業では、使用料の決定徴収等の市の権限があるのもを除き、平成２８年度から平成３０年度までは提案型公共サー
実現が図られる ビス民営化制度で採用が決定された民間事業者に市営住宅入居及び退去等に関する申請業務を委託していたが、令和元（

□その他 平成３１）年度から市で直接業務を実施している。

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 各団地に管理人を委嘱し、施設修繕の報告、入居者への連絡 各団地の管理人と連携し、各入居者への連絡や施設の修繕等 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を実施している。 の報告、高齢者の安否確認等を実施している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 市営住宅に設置する消火器は、エコマーム製品（グリーン購 市営住宅に使用する製品については、エコマーク製品（グリ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 入品適合品）とし、環境負荷低減に貢献している。 ーン購入法適合品）とし、環境負荷低減に務めた。また、管 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 理人と連携し、ごみの分別を徹底し資源化に努めている

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
158 110 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

７月に入居募集を行い、入居率の向上に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 158 143.64
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,907 △1,793 7,855 99.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△29.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市営住宅の各種手続きが多かったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.39

件 10万円 2.01 144.6

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市営住宅管理業務は、必須業務であり今後も継続していく必要がある。平成２８年度から平成３０年度までは民間事業者に委託していたが、令
和元（平成３１）年度からは、市で管理を行っている。今後も現状どおり進めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 841 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 良質な住宅供給の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 市営住宅入居者管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,907 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住宅に困窮する低所得者などに対し、安全で質の高い市営住宅を供給するため、老朽施設の改修、バリアフ 適切な入居者募集と、入居者管理



適で安心して暮らせる住環境の整備。
施策目的・

(2)目的 リー化の推進などを計画的に行います。また、市営住宅ごとの入居申込み件数を注視しながら、民間住宅の 事業目的
展開方向

活用を視野に入れた、より広い枠組みの中で効率的かつ柔軟な供給を進めていきます。
①入居者に対する窓口業務、書類等の受付及び処理（決定を除く）、システム入力 ①左記「内容」の①から⑤に関する業務：随時
②入居者募集に関する事務処理（入居者決定を除く） ②土地賃貸借契約（変更）の締結：４月　賃借料の支払い：４月、１２月
③家賃決定を行うための収入申告業務（家賃の決定を除く） 当該年度 ③根古屋団地土地購入のための不動産鑑定（Ｈ３２年１月）、測量業務（１０月）
④家賃収納に関する納付書送付、口座振替事務、滞納者への納付指導等 執行計画 ※③については、事業を実施しなかった。予算については、３月補正で減額。

(3)事業内容 内　　容 ⑤団地及び集会所や駐車場等の点検及び維持管理
⑥市営住宅土地の賃貸借契約（変更）の締結と支払い
⑦その他市営住宅の維持管理に関すること 給水設備等の点検、樹木剪定等、土地賃貸借契約の締結件数 想定値 25当該年度
⑧小規模改良住宅の維持管理に関すること 単位 件

活動結果指標 実績値 25⑨市営住宅の土地購入に関すること

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 入居者が快適で、安心して暮らせる住環境の整備に努める。 直接 給水設備等点検、樹木剪定等、土地賃貸借契約の締結件数 件 25 25

令和 2年度 　　　　同　　　上 直接 　　　　同　　　上 件 25

令和 3年度 　　　　同　　　上 直接 　　　　同　　　上 件 25

マイナンバー制度開始に伴い、マイナンバーの取得が可能となるため、取扱いには細心の注意を払う必要がある。小規模改良住
(7)事業実施上の課題と対応 宅については、平成３０年度から収入申告の手続きが必要となった。また、将来的な住宅の譲渡や賃貸の継続について入居者へ 代替案検討 ○有 ●無

の周知や協議等が必要となる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 131 消耗品費 174 147 消耗品費 114 消耗品費 114
光熱水費 29 光熱水費 29 24 光熱水費 29 光熱水費 29
手数料 0 施設修繕料 8,274 8,225 施設修繕料 8,274 施設修繕料 8,274
その他保険料 110 手数料 9 9 その他保険料 104 その他保険料 104
市営住宅維持管理委託料 9,591 その他保険料 104 102 草刈委託料 310 草刈委託料 310
市営住宅修繕等業務委託料 10,296 草刈委託料 310 307 樹木管理委託料 457 樹木管理委託料 457
土地賃借料 11,464 樹木管理委託料 457 457 土地賃借料 11,456 土地賃借料 11,456

実施内容 電波障害防除共架料 51 土地賃借料 11,456 11,456 電波障害防除共架料 52 電波障害防除共架料 52
原材料費 21 電波障害防除共架料 52 51 原材料費（公園砂代） 21 原材料費（公園砂代） 21

(8)施行事項
費　　用 ＊ 不動産鑑定手数料（根古屋） 504 0 ＊ 土地購入代（根古屋）

＊ 市営住宅測量業務委託（根古屋） 825 0 ＊ 登記費用（根古屋）
予備費（樹木管理費） 465 464 ＊ 土地購入印紙代（根古屋）

＊ 3月補正　不動産鑑定手数料（根古屋） △504 0
＊ 3月補正市営住宅測量業務委託（根古屋 △825 0

予算(決算)額 合　　計 31,693 合　　計 21,330 21,242 合　　計 20,817 合　　計 20,817
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 31,693 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,330 21,242 □特会 ■受益 □基金 □その他 20,817 □特会 ■受益 □基金 □その他 20,817
換算人数(人) 0.65 0.9 0.9 0.9 0.9
正職員人件費 5,720 7,920 7,920 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 37,413 29,250 29,162 28,737 28,737
(11)単位費用

1,385.67千円／件 1,170千円／件 1,166.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

入居者が安全で快適に暮らすため、市営住宅施設等の定期点検、樹木剪定他の維持管理は必要な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市営住宅の維持管理点検業務は、入居者の住環境整備のため必要な業務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 平成28年度から平成30年度まで市営住宅の維持管理を一部委託していたが、平成31年度からは、直営に戻し、市営住宅の
実現が図られる 管理を行っている。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
25 25 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予算の範囲内での実施であるため、実施個所を減らした。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,250 8,163 29,162 99.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

件 10万円 0.09 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務の効率化、経費の節減及びサービスの向上を図るため、平成30年度までは民間事業者への委託を行ってきたが、提案型公共サービスで不採
択になったため、平成31年度からは市で管理していくこととなった。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 848 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 良質な住宅供給の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 市営住宅維持管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,114 千円 (うち人件費 7,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 29,250 千円 (うち人件費 7,920 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住宅に困窮する低所得者などに対し、安全で質の高い市営住宅を供給するため、老朽施設の改修、バリアフ 入居者が快



め、老朽施設の改修、バリアフ 入居者が快適で安心して暮らせる施設の整備。
施策目的・

(2)目的 リー化の推進などを計画的に行います。また、市営住宅ごとの入居申込み件数を注視しながら、民間住宅の 事業目的
展開方向

活用を視野に入れた、より広い枠組みの中で効率的かつ柔軟な供給を進めていきます。
市営住宅長寿命化計画に基づく市営住宅の大規模改修工事 ・市営住宅大規模改修工事（北原団地）

・市営住宅大規模改修工事監理（北原団地）
当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

北原団地号大規模改修工事及び工事監理業務の実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市営住宅長寿命化計画に基づき入居者が快適で、安心して暮らせる施設の整備に努める。 直接 大規模改修工事による長寿命化及び耐震基準を満たした市営住宅の棟 棟 18 18
数

令和 2年度 　　 － 0

令和 3年度 　　 － 　　 0

工事の工程管理をしっかり行い、年度内に工事を完了させなければならない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

工事監督業務 0 工事監督業務 0

＊ 小暮団地４・５号棟改修工事 102,060 ＊ 北原団地改修工事 90,187 88,931
＊ 小暮団地４・５号棟工事監理 3,502 　本体　109,857,000円
＊ 北原団地改修工事設計 4,358 　電気 　9,284,000円

【６月補正(歳入）】 ＊ 北原団地改修工事監理 2,277 2,277
国費）50,117-19,107=31,010千円     　　 3,088,800円

実施内容 　工事46,353-17,787=28,566千円 【９月補正(歳入）】
　監理1,586-655=931千円 【国費】(項目)当初-交付＝減額(千円)

(8)施行事項
費　　用 　設計2,178-665=1,513千円 《工事》(通常) 3,316-2,642＝674

補助率：50%国費率→30％配分率 (防案)      45,468-27,148=18,320
31010/（対象92706+3172+4357）*100 《監理》(通常)      89- 82＝7
起債）54,900+19,100=74,000千円 (防案)　　       1,179- 840=339
　工事　+17,780千円 国費計)      50,052-30,712=19,340
　監理　　　+655千円 実補助率＝交付金額/補助対象30,712/
　設計　　　+665千円  (90,936+7,370+2,358+198)=30%

【起債】補正後-当初＝増額(千円)
《工事》       83,379-64,428=18,955
《監理》         2,021-1,676=345
起債計)      85,400-66,100=19,300 ＊

予算(決算)額 合　　計 109,920 合　　計 92,464 91,208 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 30 ％ 31,010 補助率 30 ％ 30,712 38,358 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 74,000 充当率 100 ％ 85,400 50,500 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,910 △23,648 2,350 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.86 0.55 0.55 0 0
正職員人件費 7,568 4,840 4,840 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 117,488 97,304 96,048 0 0
(11)単位費用

6,527.11千円／棟 973.04千円／％ 960.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・入居者が、安全で快適に暮らすため、大規模改修及び耐震化は必要な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

長寿命化計画に基づき工事が行われた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 市営住宅の中長期の維持管理を行っていくうえで、施設の大規模改修工事は必要となる。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(棟) 目標値(b)(棟) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(棟) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18 18 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

工事定例会に参加し、進捗管理に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 97,304 20,184 96,048 98.71
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

棟 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市営住宅等の効率的かつ円滑な更新を実現する上で、市営住宅等の長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくことが重要で
あることから、令和元年度に工事を行う北原団地大規模改修工事を実施した。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 850 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 良質な住宅供給の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 市営住宅の維持補修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 127,070 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 161,119 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 97,304 千円 (うち人件費 4,840 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住宅に困窮する低所得者などに対し、安全で質の高い市営住宅を供給するた



情報提供を充実 各マンションの管理組合・管理業者・居住者等が抱えている様々な問題に対して、管理セミナー及び個別相
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的 談会を開催し、また、管理アドバイザー派遣を行うことにより、マンション管理の円滑化及び地域コミュニ
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必 ティの活性化を図る。
・管理セミナー・個別相談会 ・管理セミナー・個別相談会
マンションに関わる国の施策動向をはじめマンション管理、長期修繕計画、管理規約、居住者のマナー等に 管理セミナー・交流会（年２回開催　６月、１２月）、個別相談会（年３回　４月、１０月、２月）
対するセミナーや個別相談会を実施する。 当該年度 ・管理アドバイザー派遣
・管理アドバイザー派遣 執行計画 通年受付し、広報掲載及びマンション関連事業時に制度の周知をする。

(3)事業内容 内　　容 マンション管理に関する専門知識を有する専門家「マンション管理アドバイザー」を、マンション管理組合
の要請等により派遣し、管理講座や相談を実施する。
・平成28年度に実施したニーズアンケートを基に事業展開手法等を検討し、開催場所を「市庁舎」から利便 セミナー・個別相談会・アドバイザー派遣参加団体数(H29年度10団体 想定値 15当該年度
性のよい「市民プラザ」に変更し、実施している。 、H30年度13団体、H31年度17団体 単位 団体

活動結果指標 実績値 17)

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 セミナー・個別相談会の参加者の拡大 直接 セミナー・個別相談会の参加団体数 団体 16 15

令和 2年度 セミナー・個別相談会の参加者（団体数）の拡大 直接 セミナー・個別相談会の参加数 団体 15

令和 3年度 同上 直接 同上 団体 15

管理組合等が、どのような情報を求めているのか知る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 開催通知等を各マンションの理事長まで確実に届ける必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

管理士会と今後の事業展開について、細かな協議を行う必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

管理アドバイザーへの報償費 14 管理アドバイザー派遣 管理アドバイザー派遣 管理アドバイザー派遣
　（7千円×2人）×1件 　管理アドバイザーへの報償費 14 14 　管理アドバイザーへの報償費 14 　管理アドバイザーへの報償費 14
　　（補助対象　50％） 　（7千円×2人）×1件 　（7千円×2人）×1件 　（7千円×2人）×1件
個別相談会実施に伴う食糧費 4
（4人×1回×800円） （その他の相談会） （その他の相談会） （その他の相談会）

マンション問題個別相談会 マンション問題個別相談会 マンション問題個別相談会
マンション管理セミナー･相談会 マンション管理セミナー･相談会 マンション管理セミナー･相談会

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18 合　　計 14 14 合　　計 14 合　　計 14
国庫支出金 補助率 50 ％ 7 補助率 45 ％ 6 6 補助率 45 ％ 6 補助率 45 ％ 6
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11 8 8 8 8

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 1,760 2,200 2,200 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,778 2,214 2,214 2,214 2,214
(11)単位費用

35.56千円／人 147.6千円／団体 130.24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

マンション管理の適正化の推進に関する法律(平成13年)及びマンション建替えの円滑化等に関する法律が（平成14年）施 ●①事前確認での想定どおり
行され、国及び地方公共団体は、管理組合やマンションの区分所有者の求めに応じ、情報及び資料の提供、技術的助言等 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を講ずるよう努めなければならないとされた。今後、分譲マンションにおける居住環境の維持向上を図るためにマンショ ○要
   背景は？(事業の必要性) ンの適正な維持管理、長期修繕計画等のセミナー及び個別相談会を開催し、また、専門家による適切なアドバイスや情報 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

提供の支援をする必要がある。 セミナー・交流会２回、個別相談会３回、計５回を実施できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 相談窓口や管理組合への案内など、市が担うことによりサー

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ビス向上につながる。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り マンション管理組合の活動円滑化及び地域コミュニティーの マンション管理士会との協働 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 活性化を図るため、市のホームページや広報紙によりお知ら ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り せを行うとともに、平成28年度において「参加しやすさ」を ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している 検討し、開催場所や連絡形態の見直し行っている。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 広報の仕方や開催場所を変える等、出来るだけ参加しやすい

ような環境づくりを行うとともに、関係者の定例会を開催し
＜その他の内容＞ その都度、意見や情報の交換を行ってきた。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(団体) 目標値(b)(団体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(団体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
16 15 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

役員の世代交代が徐々に進んでいる様子も見受けられる一方で、管理について情
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 17 113.33

報交換等を希望する管理組合の関係者が増えている。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,214 △436 2,214 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△24.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 役員の世代交代が徐々に進んでいる様子も見受けられる

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 一方で、管理について情報交換等を希望する管理組合の

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.68 関係者が増えている。

団体 10万円 0.77 113.24

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、分譲マンションの区分所有者がマンション管理組合を運営していくうえで、役員未経験者が多数いることや高齢化など様々な問題を
抱えていることから、相談窓口は重要な役割を担っているため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 851 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住宅に関する情報を総合的に提供できる体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 マンション管理に関する支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,214 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総合的な



合的な情報提供を充実 市民の住まいに関わる相談事について、専門家による相談窓口を設けることで、住まいに関する不安を解消
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的 し、未然にトラブルを防止する。また、ホームページ等で住まいに関する情報を提供する。
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必
・住宅相談：市民の住まいの改善、増改築、修繕などについて、我孫子市住宅センター協議会より相談員を ・住宅相談・不動産相談：８月を除く、月１回
派遣し、毎月１回（８月を除く）、無料の住宅相談を実施する。 ・住まいに関する情報：随時
・不動産相談：市民の不動産取引、賃貸契約などについて、千葉県宅地建物取引業協会東葛支部より相談員 当該年度 　①住まいに関する相談窓口、②マンション、③安全・防犯・シックハウス
を派遣し、毎月１回（８月を除く）、無料の不動産相談を実施する。 執行計画 　④住まいに関する助成制度を情報発信する。

(3)事業内容 内　　容 ・空き家バンク等を活用し、空き家等の流通促進や活用支援などの相談を実施する。 ・空き家バンクの運営：随時
・ホームページに住まいに関する情報提供のページを設け、市が行っている住宅施策の情報を発信する。 ・空き家等の流通促進や活用支援などの相談：随時

住宅相談・不動産相談(平成31年度28件) 想定値 35当該年度
空き家バンクの物件登録（平成31年度2件） 単位 件

活動結果指標 実績値 30

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 住宅相談・不動産相談・空き家等の流通促進や活用支援などの相談 直接 住宅・不動産相談者数 件 45 35
空き家バンク登録件数

令和 2年度 　同　上 直接 　同　上 件 45

令和 3年度 　同　上 直接 　同　上 件 45

近年空き家等が全国的に増加しており、我孫子市も例外ではない。住宅相談会および不動産相談会の参加者は減少しているが、
(7)事業実施上の課題と対応 空き家等に係る問題は増加傾向にあると考えられるため、適切に専門家へ相談できるよう制度の周知を行っていく。 代替案検討 ○有 ●無

また、我孫子市空き家バンクを物件の所有者及び利用希望者に周知し、制度の活用を図っていく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅相談員の食糧費 住宅相談員の食糧費 住宅相談員の食糧費 住宅相談員の食糧費
800円×2人×2回 4 800円×2人×2回 4 0 800円×2人×2回 4 800円×2人×2回 4

住宅相談および不動産相談 住宅相談および不動産相談 住宅相談および不動産相談 住宅相談および不動産相談
増改築等工事施工業者紹介 住まいに関する情報発信 住まいに関する情報発信 住まいに関する情報発信
住まいに関する情報発信

＊ 空き家バンク登録物件の調査 ＊ 空き家バンク登録物件の調査 ＊ 空き家バンク登録物件の調査
実施内容 ＊ 空き家バンク登録物件の調査 ＊ 物件データの入力、ＨＰ等での紹介 ＊ 物件データの入力、ＨＰ等での紹介 ＊ 物件データの入力、ＨＰ等での紹介

＊ 物件データの入力、ＨＰ等での紹介
(8)施行事項

費　　用
＊ 空き家バンク周知用カラーチラシ作成 39

　24円×1,500枚×1.08

＊ 空き家バンク周知用ポスター作成 11 　
　330円×30枚×1.08

＊ 空き家バンクキー保管ボックス 26
　4,800円×5個×1.08

予算(決算)額 合　　計 80 合　　計 4 0 合　　計 4 合　　計 4
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 80 4 0 4 4

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,280 2,204 2,200 2,204 2,204
(11)単位費用

45.6千円／件 62.97千円／件 73.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住まいに関する相談事について役立つ情報は、いつでも市民が閲覧できるホームページを通じて提供していく必要があり ●①事前確認での想定どおり
、また、専門家による相談窓口を設けることで専門知識を持っていない市民に対しての悪徳業者の被害を未然に防ぐ事が ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 我孫子市空き家バンクを通じて、市内の空き家等の所有者と利用希望者との橋渡しを行い、空家等の利活用を図る必要が ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ある。 地震・台風等の自然災害や空き家、平成31年度の消費増税等の諸問題の対応について、市民の方々から随時問合せが寄せ
られており、専門家による相談窓口や市の制度のご案内を必要に応じて行っている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が窓口になることで、住宅センター協議会や宅建業協会等

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に所属する専門家から適切な対応・協力が期待できる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
45 35 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

台風被害や消費増税等の対応が影響していたものと推察する。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 30 85.71
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,204 76 2,200 99.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 台風被害や消費増税等の対応が影響していたものと推察

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 する。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.59

件 10万円 1.36 85.53

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
住まいのトラブルは、常に起こりうることが予想されるため、常時対応が可能な窓口が行政に望まれており、市民の負担軽減につながる事業と
して継続性を欠くことなく引き続き現状どおり推進して行く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 854 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住宅に関する情報を総合的に提供できる体制の確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 住宅・不動産相談及び住宅情報提供業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,204 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総



提供を充実 市民の住生活の向上や安定、利便性への寄与、市内の建築業者等の振興促進を図る。
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必
住まいの居住者が、修繕・増改築・耐震診断等で、対応に困った場合、市が窓口となり、住宅相談会や我孫 制度についての情報を提供・周知を図りながら、市民の住生活の向上や安定につなげて行く。（社会情勢の
子市住宅センター協議会による施工業者紹介へのご案内等を行う。 変化が利用率に影響するので注視しながら対応を図る）

当該年度 　周知にあたっては、
執行計画 　　・制度の紹介　　広報掲載（年2回程度）

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　ホームページ掲載（通年）
　　・住宅相談、耐震診断などの行事を通じて、必要に応じ制度の紹介を随時行う。
申込件数(H30年度82件、H31年度119件） 想定値 57当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 119

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報やホームページによる制度の紹介を通じて制度の周知を図り、市民の住生活の向上や安定につなげて行く。（社会情勢の変 直接 申込件数(H30年度82件、H31年度119件） 件 82 60
化を注視しながら対応を図る）

令和 2年度 同上 直接 申込件数 件 60

令和 3年度 同上 直接 同上 件 60

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅センター協議会拡充支援 住宅センター協議会拡充支援 住宅センター協議会拡充支援 住宅センター協議会拡充支援
住生活の向上安定、利便に繋がるPR 住生活の向上安定、利便に繋がるPR 住生活の向上安定、利便に繋がるPR 住生活の向上安定、利便に繋がるPR

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 2,200 3,520 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,200 3,520 3,520 3,520 3,520
(11)単位費用

48.89千円／件 61.75千円／件 29.58
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　住まいの修繕や工事をどこに頼んでよいのかがわからないという実態が昨今続いています。また、工事業者とのトラブ ●①事前確認での想定どおり
ルや被害等は社会問題化に発展しています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　住まいの保守管理に困る時は必ずあります。専門家への相談、安心して依頼できる業者の見分け方等、これら情報につ ○要
   背景は？(事業の必要性) いての相談問合わせが、常に寄せられており、行政の相談窓口の対応は常時不可欠となっています。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

平成31年度の消費増税の実施や市民生活に影響を及ぼす自然災害（地震や台風等）等が重なり合うようなケースが想定さ
れ、相談窓口がない場合、混乱を招く恐れが考えられた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が窓口になることで、住宅センター協議会より適切な対応

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・協力が期待できる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
82 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

地震や台風等の自然災害の影響が要因と考えられる。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 119 198.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,520 △1,320 3,520 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△60

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 地震や台風等の自然災害の影響が要因と考えられる。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.7

件 10万円 3.38 198.82

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
住まいのトラブルは、常に起こりうることが予想されるため、常時対応が可能な窓口が行政に望まれており、市民の負担軽減につながる事業と
して継続性を欠くことになく引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 856 課コード 0703 会計種別 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住宅に関する情報を総合的に提供できる体制の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 我孫子市増改築等工事施工業者紹介制度 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,520 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総合的な情報



ともに耐震診 木造住宅の耐震診断及び耐震改修工事並びに分譲マンションの耐震診断に要する費用の一部を助成をするこ
施策目的・

(2)目的 断や耐震改修などへの支援を行い、建築物の耐震性の向上を図ります。 事業目的 とで、耐震化の促進を図り、地震による倒壊等の被害から市民の生命、財産を守る。
展開方向

・昭和５６年の建築基準法改正前の旧耐震設計基準で建築された木造住宅の耐震診断及び耐震改修工事並び ・木造住宅・マンション耐震診断士の募集及び登録
に分譲マンションの耐震診断に要する費用の一部を助成する。 ・施工事業者の募集及び登録

当該年度 ・広報、ホームページ等で補助制度の周知
執行計画 ・補助制度の実施

(3)事業内容 内　　容 ・耐震に関するセミナー・相談会等の開催

木造住宅助成件数の累計（H21～H30累計：診断42件+改修35件=合計77 想定値 12当該年度
件） 単位 件

活動結果指標 実績値 10H31年実績　木造診断：8件、木造改修：2件、ﾏﾝｼｮﾝ診断：0件

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 耐震化を必要とする木造住宅及び分譲マンションに対し、助成制度を利用することにより、耐震化を促進する 直接 処理率(当該年度補助申請件数／当該年度補助件数） ％ 83 100

令和 2年度 耐震化を必要とする木造住宅及び分譲マンションに対し、助成制度を利用することにより、耐震化を促進する 直接 処理率(当該年度補助申請件数／当該年度補助件数） ％ 100

令和 3年度 耐震化を必要とする木造住宅及び分譲マンションに対し、助成制度を利用することにより、耐震化を促進する 直接 処理率(当該年度補助申請件数／当該年度補助件数） ％ 100

助成制度を多くの市民の皆様に利用してもらえるよう方策を検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

木造住宅耐震改修費助成制度の実施 木造住宅耐震改修費等助成制度の実施 木造住宅耐震改修費等助成制度の実施 木造住宅耐震改修費等助成制度の実施
・耐震診断費助成 ・耐震診断費助成 ・耐震診断費助成 ・耐震診断費助成
(助成件数　5件×5万円) 250 (助成件数　5件×5万円) 250 400 (助成件数　10件×5万円) 500 (助成件数　10件×5万円) 500
・耐震改修費助成 ・耐震改修費助成 ・耐震改修費助成 ・耐震改修費助成
(助成件数　5件×50万円) 2,500 (助成件数　5件×50万円) 2,500 1,000 (助成件数　10件×50万円) 5,000 (助成件数　10件×50万円) 5,000
マンション耐震診断助成制度の実施 マンション耐震診断助成制度の実施
・予備診断 ・予備診断 マンション耐震診断助成制度の実施 マンション耐震診断助成制度の実施

実施内容 　(助成件数　1棟×5.4万円) 54 (助成件数　1棟×5.4万円) 54 ・予備診断 ・予備診断
・本診断 ・本診断 (助成件数　1棟×5.4万円) 54 (助成件数　1棟×5.4万円) 54

(8)施行事項
費　　用 　(助成件数　1棟×100万円) 1,000 (助成件数　1棟×100万円) 1,000 ・本診断 ・本診断

耐震セミナー・相談会開催 0 耐震セミナー・相談会開催 0 (助成件数　1棟×100万円) 1,000 (助成件数　1棟×100万円) 1,000
○令和元年6月補正
・木造住宅耐震診断助成 250 耐震セミナー・相談会開催 0 耐震セミナー・相談会開催 0
○令和2年3月補正
・木造住宅耐震診断助成 △100
・木造住宅耐震改修助成 △1,500
・マンション耐震診断助成(予備診断) △54
・マンション耐震診断助成(本診断) △1,000

予算(決算)額 合　　計 3,804 合　　計 1,400 1,400 合　　計 6,554 合　　計 6,554
国庫支出金 補助率 50 ％ 1,902 補助率 50 ％ 658 658 補助率 50 ％ 3,277 補助率 50 ％ 3,277
県支出金 補助率 25 ％ 723 補助率 25 ％ 268 268 補助率 25 ％ 1,283 補助率 25 ％ 1,283
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,179 474 474 1,994 1,994

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.49 0.3 0.3 0.5 0.5
正職員人件費 4,312 2,640 2,640 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,116 4,040 4,040 10,954 10,954
(11)単位費用

676.33千円／件 336.67千円／件 404
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成16年10月に発生した新潟県中越地震（震度７）では、住宅の倒壊等があった。阪神淡路大震災では、犠牲者の８割が ●①事前確認での想定どおり
家屋の倒壊による圧死であったという事実から住宅の耐震化が求められている。そこで我孫子市では、平成16年度から平 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 成20年度まで昭和56年以前の旧耐震設計基準により建築された木造住宅を対象に無料の耐震相談・耐震診断を実施してい ○要
   背景は？(事業の必要性) た。耐震改修促進計画に基づき、引き続き、耐震診断受診者の支援と耐震改修工事の促進を図ることと、また、国が示し ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

た数値目標（耐震化率９５％）を達成するために、耐震診断及び耐震改修の助成制度の導入が必要である。 市では、令和2年度までに住宅の耐震化率の目標を95％に設定しており、そのための支援策として必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市では、平成20年度に耐震改修促進計画を策定し、平成28年

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 度にその促進計画を改定し、住宅の耐震化率の目標を令和2
□その他 　促進された 年度までに95％に定めた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 国及び県の補助金を活用して、木造住宅の耐震診断、耐震改
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 修工事及び分譲マンションの耐震診断に助成することにより ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 、耐震化の促進を図ることができる。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り より多くの市民に、この制度を利用してもらうために、広報 市民に対して広報、ＨＰ等で助成制度をお知らせをするとと ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り やホームページ等で周知し、また、耐震セミナー・相談会で もに分譲マンションの管理組合に対してもマンション耐震診 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 耐震化の必要性を認識してもらい、耐震化の促進を図る。 断の助成制度のお知らせを行った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している また、木造住宅の耐震セミナー・相談会を2回開催し、耐震 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 化の必要性を図った。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
83 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

家屋所有者の高齢化に伴い、耐震化の工事費の捻出が難しく、また、市民の耐震
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 83.3 83.3

化に対する関心が薄れていると思われる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,040 4,076 4,040 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

50.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請件数が少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.48

％ 10万円 2.06 83.06

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
我孫子市耐震改修促進計画に基づく住宅の耐震化支援事業として、今後、想定されている大規模地震の被害の縮小を考えると、今後も引き続き
推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 857 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 建築物の耐震化の促進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 耐震診断及び耐震改修に関する補助業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,444 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,040 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70103 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地震による既存建築物の倒壊等の被害を未然に防止するため、市民の防災への意識を高めると



了検査及び中間検査について民間確認検査機関から報告をうけ、それ
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 らの内容を審査し、市条例等に適合しているか確認する。また、提供された資料、情報を整理し、効率的に
展開方向

活用する。
民間確認検査機関から報告を受けた各種報告書を審査・指導する。 民間確認検査機関から報告を受けた各種報告書の審査・指導
市条例等の適合性を確認する。 市条例等の適合性を確認
関係各課への情報提供をする。 当該年度 関係各課への情報提供。
各種報告書を整理し、建築物データとして蓄積する。 執行計画 各種報告書を整理し、建築物電子データへ入力

(3)事業内容 内　　容

民間確認検査検査機関からの建築確認、中間・完了検査報告件数 想定値 1,125当該年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H31年度実績　1,181件） 単位 件

活動結果指標 実績値 1,181

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業にいかす。 直接 各種報告書の審査・指導の処理率 % 100 100

令和 2年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業にいかす。 直接 各種報告書の審査・指導の処理率 % 100
関係各課への情報提供。

令和 3年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業にいかす。 直接 各種報告書の審査・指導の処理率 % 100

民間確認検査機関への指導方法を検討する必要がある。また、指導に従わない機関への対処方法も検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

民間確認検査機関からの各種報告書の 民間確認検査機関からの各種報告書の 民間確認検査機関からの各種報告書の 民間確認検査機関からの各種報告書の
審査及び指導業務 0 審査及び指導業務 0 0 審査及び指導業務 0 審査及び指導業務
市条例等に対する適合性確認業務 0 市条例等に対する適合性確認業務 0 0 市条例等に対する適合性確認業務 0 市条例等に対する適合性確認業務
関係各課への情報提供 0 関係各課への情報提供 0 0 関係各課への情報提供 0 関係各課への情報提供
データ入力業務 0 データ入力業務 0 0 データ入力業務 0 データ入力業務
民間確認検査機関報告書の 民間確認検査機関報告書の 民間確認検査機関報告書の 民間確認検査機関報告書の
事務処理業務を行う2号嘱託職員0.5人 事務処理業務を行う2号嘱託職員0.5人 事務処理業務を行う2号嘱託職員0.5人 事務処理業務を行う2号嘱託職員0.5人

実施内容 2,141千円×0.5人 1,071 2,263千円×0.5人 1,132 1,132 2,263千円×0.5人 1,132 2,263千円×0.5人 1,132

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,071 合　　計 1,132 1,132 合　　計 1,132 合　　計 1,132
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,071 1,132 1,132 1,132 1,132

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.25 1.05 1.05 1.05 1.05
正職員人件費 11,000 9,240 9,240 9,240 9,240

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,071 1,132 1,132 1,132 1,132
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,071 10,372 10,372 10,372 10,372
(11)単位費用

9.55千円／件 9.22千円／件 8.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

建築基準法により、民間指定確認検査機関から行政庁への報告が定められている。また、当市の建築行為の状況を把握し ●①事前確認での想定どおり
、資料として活用する上でも非常に重要な内容となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

建築基準法に基づく民間確認検査機関からの報告であるため、必須な業務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・建築基準法により、特定行政庁の業務として規定されてい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る業務である。
□その他 　促進された ・報告を受けた情報をもとにした建築指導は、市以外での実

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 施が困難である
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

報告件数については想定通りで全て処理ができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,372 1,699 10,372 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

14.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.96

% 10万円 0.96 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
建築基準法により、特定行政庁の業務として規定されているので、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 862 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 民間確認検査機関報告書の事務処理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,372 千円 (うち人件費 9,240 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建築基準法の規定により建築確認、完



害を受けた建築物等の再建支援（再建資金利子補給、県外被災世帯応急仮設住宅、液
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的 状化対策工事補助金）を行う。
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必
①東日本大震災により居住している住宅に被害を受けた市民がその住宅の再建を行うため民間金融から資金 ・応急仮設住宅→家賃支払：毎月　賃貸借契約：2～3月　
を借り入れた場合にその利子の一部に対して補助を行う。 ・利子補給→実績報告受付及び補給金支払：1～2月　県補助金申請及び実績報告：2～3月
②東日本大震災により福島県の被災者に対して災害救助法に基づく応急仮設住宅として借上げる民間賃貸住 当該年度 ・液状化対策工事補助金→申請受付、審査決定（確定）、補助金支払：随時
宅を提供する。 執行計画 ・その他（ＨＰ掲載、申請者への通知等）：随時

(3)事業内容 内　　容 ③東日本大震災により液状化被害を受けた市民が、液状化対策を講じた場合に補助金を交付する。

補助金申請件数（液状化補助金、利子補給） 想定値 9当該年度
(液状化補助金:31年度1件、利子補給:31年度3件)、 単位 件

活動結果指標 実績値 5応急仮設住宅提供件数(31年度1件)

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 被災者の生活支援を行なう。 直接 補助金申請件数（液状化補助金、利子補給） 件 10 9
応急仮設住宅提供件数

令和 2年度 　同　上 直接 補助金申請件数(液状化補助金：5件予定、利子補給:1件予定) 件 6

令和 3年度 　同　上 直接 補助金申請件数(液状化補助金：5件予定) 件 5

応急仮設住宅については、支援対象世帯が残り1世帯である。新たな支援策が県から提示された場合は慎重に対応する。利子補
(7)事業実施上の課題と対応 給については、新規の受付が終了となったので平成32年度で事業終了となる見込である。液状化対策補助金は、平成33年度で受 代替案検討 ○有 ●無

付が終了予定であり、被害を受けた後の対応が様々なので丁寧な対応ときめ細やかな制度周知が求められる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

被災者住宅再建資金利子補給 357 被災者住宅再建資金利子補給 150 57 被災者住宅再建資金利子補給 50 液状化対策補助金 2,500
　4,248円×12ヶ月×7件 　4,157円×12ヶ月×3件 　4,157円×12ヶ月×1件 　500,000円×5件
　　（国補助対象　　1％） 　　（県補助対象　 50％） 　　（県補助対象　 50％）
　　（県補助対象　 50％）

県外被災者世帯民間賃貸住宅仲介手数料 25 25 液状化対策補助金 2,500
県外被災者世帯民間賃貸住宅仲介手数料 63 　1世帯分 　500,000円×5件 ＊
　2世帯分 県外被災者世帯民間賃貸住宅借上料 540 540

実施内容 県外被災者世帯民間賃貸住宅借上料 1,380 　1世帯分
　2世帯分

(8)施行事項
費　　用 ＊ 液状化対策補助金 2,500 500 ＊

＊ 液状化対策補助金 5,000 　500,000円×5件
　500,000円×10件

＊ （12月補正）液状化対策補助金 △1,000

予算(決算)額 合　　計 6,800 合　　計 3,215 122 合　　計 2,550 合　　計 2,500
国庫支出金 補助率 1 ％ 3 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 178 補助率 50 ％ 74 55 補助率 50 ％ 24 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,619 641 67 26 0

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 5,000 □特会 □受益 ■基金 □その他 2,500 0 □特会 □受益 ■基金 □その他 2,500 □特会 □受益 ■基金 □その他 2,500
換算人数(人) 0.35 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 3,080 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,880 10,255 7,162 9,590 9,540
(11)単位費用

520千円／件 1,139.44千円／件 1,432.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により自ら所有し、居住していた住宅が被害を受けた被災者に対して ○①事前確認での想定どおり
支援を行う。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

液状化補助金申請件数について、想定していた件数を下回った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 東日本大震災により被災した方々への支援は、市が行わなけ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ればならなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 9 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

液状化対策工事費について、想定していた件数を下回った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 55.56
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,255 △375 7,162 69.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利子補給の支援対象者が減となったため。 液状化補助金申請件数について、想定していた件数を下回った。

△3.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 液状化補助金申請件数について、想定していた件数を下

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 回った。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

件 10万円 0.07 77.78

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
液状化対策工事費について、支援を進めていくための周知方法等を再検討しながら引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1838 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 災害支援補助事業（震災対応） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,255 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総合的な情報提供を充実 東日本大震災により被



助金は、住宅産業に関わる市内の小規模・零細事業者の受注促進、また「市外からの移住
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的 」や「市東部の人口増加」を含めた市民の定住促進を図っていくことが主な目的です。
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必
市内事業者を利用して居住持家のリフォーム工事を行った場合に対し、工事費の一部を補助する。 ・施工事業者の募集及び登録
なお、人口増加に寄与する次の３パターンに該当する場合は、補助率、補助限度額を引き上げる。 ・広報、ホームページ等での制度の周知
①二世帯住宅に改修する場合　 当該年度 ・補助金の交付申請及び実績報告の受付・審査並びに補助金の交付
②市内の借家等に居住する市民が転居を目的に市東部（湖北、新木、布佐地区）の中古住宅を購入し、リフ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ォームする場合　
③市外在住者が市内への移住を目的に市内の中古住宅を購入し、リフォームする場合
又、子育て（15歳以下の子どもいる等）及び単身者（49歳以下）の世帯には、補助限度額の割増を行う。 補助金の申請件数（H29年度180、H30年度183、H31年度202） 想定値 177当該年度
（その他） 単位 件

活動結果指標 実績値 202住宅ﾛｰﾝ・ﾌﾗｯﾄ35（子育て支援型・地域活性化型）を併用した場合、「利用対象証明書」の交付を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 住宅リフォームに関連する市内事業者の受注拡大 直接 補助金の申請件数 件 183 177

令和 2年度 同上 直接 補助金の交付申請件数 件 177

令和 3年度 同上 直接 補助金の交付申請件数 件 177

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅リフォーム補助金 住宅リフォーム補助金 住宅リフォーム補助金 住宅リフォーム補助金
160件×８万円 12,800 ブロック塀改修（当初）3件×2.5万円 75 0 ブロック塀改修　  3件×2.5万円 75 ブロック塀改修　  3件×2.5万円 75

その他（当初）　　　 　　　　その他　174件×7.5万円 13,050 　　　　その他　174件×7.5万円 13,050
　　　 174件×7.5万円＝1，305万円
予備費（10月）　　　　　284.2万円
補正（12月）　　　　　　136.8万円

17,260 16,340
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,800 合　　計 17,335 16,340 合　　計 13,125 合　　計 13,125
国庫支出金 補助率 50 ％ 6,400 補助率 45 ％ 5,908 7,263 補助率 45 ％ 5,908 補助率 45 ％ 5,908
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 18 0 補助率 0 ％ 18 補助率 0 ％ 18
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,400 11,409 9,077 7,199 7,199

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,840 4,400 4,400 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,640 21,735 20,740 17,525 17,525
(11)単位費用

110.25千円／件 122.8千円／件 102.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住宅リフォーム関連の小規模・零細事業者は、不況の影響等により受注が減少し、経営が苦しい状況にある。平成２２年 ●①事前確認での想定どおり
３月市議会において「住宅リフォーム助成制度創設に関する請願」が採択されるなど、支援策の実施が市に求められてき ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ た。さらに今日の少子・高齢化の影響が、生活環境の良い所へ人口が移動するような傾向を招いて、地域の人口減少や過 ○要
   背景は？(事業の必要性) 疎化を進行させ、住んでいる地域の公共サービス等、安定して維持できなくなってしまう、といった問題も全国で出始め ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ている。こういったことを踏まえ、住宅リフォーム補助金を活用した住宅産業の活性化と「市外からの移住」や「市東部 当制度は、市内建設業の活性化や市民の居住環境の安定・向上を目的として、平成23年度からｽﾀｰﾄし、併せて情報提供を
の人口増加」を含めた市民の定住促進を同時に図り、問題点を少しでも改善していくことが今現在最も必要と考えている 継続して行っており、市内外の住宅所有者への認知度も上がりつつある。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内登録事業者の行うリフォームに対し、工事費の一部を市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が補助することで、住まいの維持管理を継続的に行っていく
□その他 　促進された 環境づくりや市内建設産業の活性化、さらに定住化の促進、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 空き家対策に繋がるものである。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
183 177 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

制度が市内外に浸透されてきており、また、平成31年度消費増税の実施による駆
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 202 114.12

込み需要、自然災害（台風等）等が重なった影響と思われる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,735 △4,095 20,740 95.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 補助件数が、予定183件から実績202件（増19件） ●不要

となった。

△23.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 制度が市内外に浸透されてきており、また、平成31年度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 消費増税の実施による駆込み需要、自然災害（台風等）

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.81 等が重なった影響と思われる。

件 10万円 0.97 119.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
住まいの保守を側面から支援することで居住環境の安定と向上、また市内の建設産業の活性化など波及効果も期待でき、今後も引き続き現状ど
おり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1858 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 住宅リフォーム補助事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,525 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 21,735 千円 (うち人件費 4,400 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総合的な情報提供を充実 住宅リフォーム補



定期に調査又は検査し報告させることで、建築物の損
施策目的・

(2)目的 的な提供を行うとともに、自主防災組織や防災リーダーの育成など地域の自主防災活動を支援し、市民の防 事業目的 傷や劣化などに起因する災害を未然に防止する。
展開方向

災意識向上を図ります。また、避難行動要支援者への対応や災害時応援・協力協定の締結、災害時等におけ
・建築基準法第12条に基づき、建築物の敷地、構造、建築設備及び防火設備について、定期報告を受付け、 定期報告書の受付及び内容審査、改善指導
　審査を行う。
・審査の結果、損傷や劣化の状況が明らかな場合は、改善の指導を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

定期報告提出件数/定期報告対象件数（報告率） 想定値 500当該年度
平成３１年度報告対象件数：建築物：対象１０件、報告５件（２年又 単位 件

活動結果指標 実績値 508は３年おきの報告のため）建築設備：対象３件、報告３件 防火設備

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 定期報告の提出を推進し建築物の安全を確保する 直接 定期報告提出率(対象報告件数(年度対象外を除く)/対象件数) ％ 86 60

令和 2年度 定期報告の提出を推進し建築物の安全を確保する 直接 定期報告提出率 ％ 60

令和 3年度 定期報告の提出を推進し建築物の安全を確保する 直接 定期報告提出率 ％ 60

定期報告は法に義務づけられているものの、建築物の所有者や管理者の意識が低いため、報告書の提出率が低い傾向がある。そ
(7)事業実施上の課題と対応 のため、啓発を行うなど工夫が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定期報告受理 定期報告受理 定期報告受理 定期報告受理
（建築物、建築設備、防火設備） 0 （建築物、建築設備、防火設備） 0 0 （建築物、建築設備、防火設備） 0 （建築物、建築設備、防火設備） 0
是正指導 是正指導 是正指導 是正指導
（建築物、建築設備、昇降機） 0 （建築物、建築設備、昇降機） 0 0 （建築物、建築設備、昇降機） 0 （建築物、建築設備、昇降機） 0
防災週間での現場調査・報告業務 0 防災週間での現場調査・報告業務 0 0 防災週間での現場調査・報告業務 0 防災週間での現場調査・報告業務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.62 0.62 0.62 0.62 0.62
正職員人件費 5,456 5,456 5,456 5,456 5,456

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,456 5,456 5,456 5,456 5,456
(11)単位費用

9.29千円／件 10.91千円／件 10.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本事業における定期報告の提出は、法に基づくものである。また、建築物等の安全を確保するために必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

建築物の安全の確保に有効であると考える。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導するからこそ法的根拠が明確になり、実効性が増す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 と考える。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
86 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

報告対象が明確であったこと。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85 141.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,456 0 5,456 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 適切な報告書の提出が得られたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.1

％ 10万円 1.56 141.82

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
定期報告は建築物、建築設備等の安全の確保の上で必要な制度であるので、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1875 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 建築物の防災に関する業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.62 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,456 千円 (うち人件費 5,456 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70101 重点３ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

災害時の被害を軽減するため、防災訓練の実施やハザードマップの配付などによって防災・災害情報の積極 建築基準法に基づき特定の建築物を資格を有する者に



なった電波障害防除用電柱共架施設の撤去
施策目的・

(2)目的 リー化の推進などを計画的に行います。また、市営住宅ごとの入居申込み件数を注視しながら、民間住宅の 事業目的
展開方向

活用を視野に入れた、より広い枠組みの中で効率的かつ柔軟な供給を進めていきます。
アナログ放送時代に市営住宅東我孫子A、B団地の電波障害対策として設置した22本の電柱への電波障害防除 平成３２年：撤去対象施設の確認・調査（業務委託）
用共架施設の影響を調査し、支障が無かった場合は撤去する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

調査の結果、影響が無かった範囲の共架施設（電柱） 想定値 22当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 電柱22本すべての施設の状況を調査する。 直接 調査の結果、影響が無かった範囲の共架施設（電柱の本数） 本 22 22

令和 2年度 共架施設をすべて撤去し、東京電力への手続を終える。 直接 共架施設をすべて撤去した電柱の本数 本 22

令和 3年度 － 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

0 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 0 0 0 0
(11)単位費用

0千円／本 0千円／本 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

電柱共架については、公共的な目的をもつ施設に限り許可されており、不要となった施設は撤去する必要があるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業が先送りになった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導して行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
専門の資格を持つ事業者に委託する事業であり、該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特に該当ないが、不要な電線共架を撤去することは、環境にとって好ましい。

効
　
率
　
性

現況値(a)(本) 目標値(b)(本) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(本) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
22 22 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業が先送りになった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 0 0 0 0
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

事業が先送りになった。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業が先送りになった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

本 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
電柱共架施設の撤去に向けた調査を３１年度以降に行う必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2067 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 市営住宅東我孫子電波障害対策用電柱共架施設の撤去 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成30年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 0 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住宅に困窮する低所得者などに対し、安全で質の高い市営住宅を供給するため、老朽施設の改修、バリアフ 地デジ化により不要と



い世代や子育て世代の住宅取得に対する補助を行い、若い世代の市内での定住化を促進する。特に市外か
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的 らの転入と市内東側地区での定住を促進する。
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必
我孫子市に住民票があり４０歳未満（既婚者の場合は夫婦どちらかでも可）の若い世代が市内に住宅を購入 ・広報、ホームページ、市内外の不動産業者やハウスメーカー等へ依頼し制度周知を図る
し、市税の滞納がない場合に補助金を支給する。 ・補助金申請等受付事務：随時
次の場合は補助金を加算する。 当該年度
・市内東側地区の住宅を取得した場合 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・市外からの転入

補助金の交付申請数（平成29年度305件、 想定値 411当該年度
平成30年度326件、平成31年度446件） 単位 件

活動結果指標 実績値 446

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 制度が周知され、多くの人に活用される。 直接 交付申請数 件 326 411

令和 2年度 　同　上 直接 交付申請数 件 300

令和 3年度 　同　上 直接 交付申請数 件 300

市外への周知方法について、協議検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 ２９年度より新制度として施行し、３０年度及び３１年度は補助額の見直しを実施した。 代替案検討 ○有 ●無

事業終了前に継続等の事業展開を毎年検討する必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 住宅取得補助金 ＊ 住宅取得補助金 ＊ 住宅取得補助金 住宅取得補助金
＊ 　基本補助　　50,000円×424件 21,200 ＊ ・基本補助　　50,000円×147件 7,350 10,050 ＊   基本補助　　20,000円×295件 5,900 ＊   基本補助　　20,000円×295件 5,900
＊ 　東側地区　 100,000円×102件 10,200 　平成31年4月末日までに所有権登記 ＊ 　東側地区　 100,000円×115件 11,500 ＊ 　東側地区　 100,000円×115件 11,500
＊ 　転入　　　  50,000円×169件 8,450 　6月末までに補助申請 ＊ 　転入　　　  50,000円×135件 6,750 ＊ 　転入　　　  50,000円×135件 6,750

（住宅取得補助金　補助対象　50％） ＊ ・基本補助　　20,000円×264件 5,280 4,900 （住宅取得補助金　補助対象　45％） （住宅取得補助金　補助対象　45％）
　平成31年5月1日以降に所有権登記

＊ 周知用カラーチラシ作成 49 　7月1日以降に補助申請 ＊ 周知用カラーチラシ作成 15 ＊ 周知用カラーチラシ作成 15
実施内容 　15円×3,000枚×1.08 ＊ ・東側地区　 100,000円×127件 12,700 10,900 　5円×3,000枚 　5円×3,000枚

＊ ・転入　　　  50,000円×189件 9,450 11,600
(8)施行事項

費　　用 （住宅取得補助金　補助対象　45％）

＊ 周知用カラーチラシ作成 15 15
　5円×3,000枚

＊ 補正予算（12月） 3,140

予算(決算)額 合　　計 39,899 合　　計 37,935 37,465 合　　計 24,165 合　　計 24,165
国庫支出金 補助率 50 ％ 19,900 補助率 45 ％ 15,651 15,912 補助率 45 ％ 10,867 補助率 45 ％ 10,867
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,999 22,284 21,553 13,298 13,298

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.75 0.75 0.75 0.75
正職員人件費 4,400 6,600 6,600 6,600 6,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 44,299 44,535 44,065 30,765 30,765
(11)単位費用

104.48千円／件 108.36千円／件 98.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市の人口が減少傾向にあり、特に若い世代の定住化を促進したい。平成29年度より更に効果のある事業として、対 ●①事前確認での想定どおり
象年齢の引き下げ、市内東側地区への定住及び市外からの転入を促進するよう見直し、30年度及び31年度は補助額の見直 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ しを実施している。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

補助金の申請件数が想定件数を達成したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 民間企業等では、補助金を交付し人口流出の抑制や定住化促

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 進を図ることは困難であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 前年度と引き続き、住宅関連業者への周知活動を行った。 ●①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 制度開始から6年が経ち、制度が周知されてきたため。

＜その他の内容＞
制度周知のため、不動産業者やハウスメーカー等に協力を仰いでいる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
326 411 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

台田の集合住宅等の入居者による申請が集中したことや、H26年度からの周知活
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 446 108.52

動の継続・拡大により制度が浸透したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 44,535 △236 44,065 98.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.92

件 10万円 1.01 109.78

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、若い世代の定住化促進に必要な事業であるが、市内東側地区への定住を促すため、補助内容を見直していく。 令和２年度は補助額を見直し、最大１７万円から最大１５万円の補助額として実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2091 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 若い世代の住宅取得支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 41,395 千円 (うち人件費 6,600 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 44,535 千円 (うち人件費 6,600 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総合的な情報提供を充実 若



被災した建築物等の再建支援を行う。
施策目的・

(2)目的 するとともに、若い世代の住宅取得や住宅リフォーム、液状化被害を受けた住宅等の敷地の有効活用、高齢 事業目的
展開方向

者や障害者のためのバリアフリー化などに対する支援を進めます。また、市内への定住化を進めるために必
令和元年台風15号、台風19号及び10月25日の大雨により被災した住宅の修繕に要する費用の一部を助成する ・補助制度の実施
。 ・広報、ホームページ等で補助制度の周知

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

補助金申請件数（H31実績 50件） 想定値 60当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 修繕を必要とする住宅に対し、助成制度を利用することにより、被災者の生活の安定と安全確保を図る。 直接 処理率（当該年度交付件数／当該年度補助申請件数） ％ 100 100

令和 2年度 修繕を必要とする住宅に対し、助成制度を利用することにより、被災者の生活の安定と安全確保を図る。 直接 処理率（当該年度交付件数／当該年度補助申請件数） ％ 100

令和 3年度 － 0

助成制度を多くの市民の皆様に利用してもらえるよう方策を検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 被災住宅修繕支援事業(予備費) 20,000 9,251 ＊ 被災住宅修繕支援事業 9,900
・150万円×45件×20％ ・150万円×23件×20％
・200万円×10件×20％ ・200万円×5件×20％
・250万円×5件×20％ ・250万円×2件×20％

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 20,000 9,251 合　　計 9,900 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 9,000 3,717 補助率 50 ％ 4,500 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 30 ％ 7,000 3,654 補助率 30 ％ 3,420 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 4,000 1,880 1,980 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.25 0.25 0.25 0
正職員人件費 0 2,200 2,200 2,200 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 22,200 11,451 12,100 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 370千円／件 229.02
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

令和元年台風15号、台風19号及び10月25日の大雨により被災した住宅に対し、修繕費用の一部を助成する。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

令和元年台風15号、台風19号及び10月25日の大雨により被災した住宅に対し、修繕費用の一部を助成することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国及び県の補助金を活用して、令和元年台風15号、台風19号

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 及び10月25日の大雨により被災した住宅に対し、修繕費用の
□その他 　促進された 一部助成することにより、再建支援を行うことができる。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り より多くの市民に、助成制度を利用してもらうために、広報 より多くの市民に、助成制度を利用してもらうために、広報 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り や市のホームページ等で周知を図る。 や市のホームページ等で周知を図った。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

補助申請があった全ての件数に対して交付ができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,200 ― 11,451 51.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定した件数よりも、申請件数が少なかったため。

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定した件数よりも、申請件数が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.45

％ 10万円 0.87 193.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和元年台風15号、台風19号及び10月25日の大雨により被災した住宅に対し、修繕費用の一部助成することにより、再建支援を行うことができ
る。
また、業者不足により、修繕工事が完了していない住宅もあることから、令和２年度も引続き推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2266 課コード 0703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・建築住宅課

個別事業 災害支援補助事業（台風、地震等） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 64002 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住生活に対する市民の多様なニーズに対応するため、住まいにかかわる相談窓口や総合的な情報提供を充実 台風、地震等で


